





























































































































































































































































































































































































































































9 月12日平成14年（受）1656号民集57巻 8 号
973頁と比較した場合、講演会の参加者の情
報は、参加者の思想信条に直結するものであ
るほか、通常外部に公開する情報ではないう
え、参加者の同意も得られていないのに対
し、本件での電話帳情報は、ハローページを
通じて公開されることが社会的に前提とされ
る情報であって、かつ、Xもハローページの
掲載を認めていたものであるため、これを同
一に不法行為として扱うことは判例違反に当
たる、②電話帳は全国に有料で頒布されてお
り、各地の図書館が全国の電話帳を所蔵して
いるものであって、情報は全ての地域で公開
されているほか、紙媒体の方がインターネッ
トと比べて削除修正が困難であるし、そもそ
も国会図書館が昭和初期の電話帳の一部をス
キャンして公開しているなど、インターネッ
ト上の公開で不法行為が成立する余地はな
く、電話帳の守秘義務は契約の当事者である
NTTしか負わないものと解される、③電話
帳は、個人情報保護法 2条 4項柱書、同法施
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行令 3条各号により、適用除外されている、
④紙媒体による官報では、公知性が十分ある
ものとして法規制が成立しており、インター
ネットであるか紙媒体であるかで、情報の拡
散の範囲及び程度が変わることはない、⑤情
報の有用性は、個別の情報のみでなく情報の
集合全体を見て判断すべきであり、オプト・
イン方式による運用は非現実的である、⑥現
行制度における情報の閲覧は公開が原則であ
り、実質的な制限があるとすれば、資料の所
在地への物理的な距離や閲覧希望者の費用な
いし健康状態等の事情に基づくものに過ぎ
ず、インターネットはこの制約を限りなく消
滅させるものであって、制度の目的である公
開の実現に合致する、と主張している。
　この Yの上告理由及び上告受理申立理由
は、インターネット上で情報が公開されるこ
とが促進されてきた理由ないし背景としての
主張に基本的に沿ったものであり、要する
に、プライバシー侵害の有無に関する判断
を、客観的な情報の性質から解釈しようとす
る考え方である。これに反論するためには、
紙媒体による情報とインターネット上の情報
とでは性質が異なると言わざるを得ず、本件
の第 1審も第 2審もそのように判示している
わけであるが、その立論の説得力が弱いこと
は、既に検討したとおりである。また、電話
帳情報や裁判情報以外でも、例えば、倒産し
たことの情報、処罰ないし処分されたことの
情報、権限を失ったことの情報等は、広く第
三者に知られなかった場合には不測の事態を
生じさせかねないわけであり、現行の紙媒体
による周知方法に実質的な限界があることは
周知の事実であるから、このような情報はむ
しろインターネット上で拡散させる方が、関
係者の利益に合致していると言えなくもない
が、同時に、これらの情報が、当事者にとっ
て強度のプライバシーであり、かつ、社会的
な不利益情報に当たることも明らかであるた
め、今後の制度設計については、慎重な検討
が必要であるとされ 5、社会全体の向かうべ
き方向性については、まだ定まっていないも
のと言わざるを得ない。
［5］　以上の点から考えてみると、インター
ネット上に情報が公開された場合、その公開
が違法であるか否かを判断するに際して、客
観的な情報の性質から議論しようとすると、
最終的には情報の公開を肯定せざるを得なく
なるように思われる。そして、前述のとおり、
紙媒体であるかインターネットであるかが、
情報の公開に際して法律上別異に取扱うべき
理由がないものとすれば、結局、公開した者
の意図、目的、主観に焦点を当てて、不法行
為の成否を考えることが必要となるのではな
かろうか。これまでの法律学、特に私法分野
においては、人の主観を私人が証明すること
が困難であることを理由として、過失を筆頭
とする人の主観を可能な限り客観化させ、客
観的な情報のみで不法行為の成否を判断する
ことを試みてきたが、そのような議論の限界
ないし問題点が、本件の事案において明らか
な形で発現したものと考えられる。
　もとより、人の主観を認定すること、まし
て当事者である私人が相手方の主観を立証す
ることが、決して容易でないことは明らかで
あるが、インターネット上に情報を公開する
必要性とその効果、かかる効果についての知
不知等を含む当事者の意図を総合的に判断す
る試みを、今後検討していくことは、必要不
可欠であると思われる。従って、本件で仮に
Yの不法行為を肯定しようとするならば、X
の利益を端的に、情報が自己の意思を超えて
拡散されない主観的利益と位置づけ、Xのか
かる利益を、Yが悪意ないし故意を以て侵害
しようとしたとする主観的態様を示す事情
5　既存の研究として、佐藤鉄男「情報としての倒産公告の意義と問題点」中央ロー・ジャーナル14巻 3
号87頁（2017年）参照。
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を、正面から認定する必要がある。そして、
本件の事実関係からすると、Yが電話帳にお
いて Xの個人情報を公開していたことの事
情と、Yが Xとの裁判内容を公開したこと
の事情とは、明らかに異なる部分があるよう
に考えられるから、Yの主観に対する判断と
して、本件電話帳情報と本件裁判情報とで、
公開に対する不法行為の成否を分けて考えて
いくことも、本件の解決にとって必要かつ有
益であるように思われる。
 （了）
 （人文社会系准教授）
